
本
市
の
財
政
状
況
が
非
常
に
厳
し
い
状
況
に
至
っ
た
要
因
 

⑴
平

成
初

期
の
大
規
模
投
資
に
伴
う
重
い
公
債
費
負
担
 

 
①

平
成

初
期

に
行

っ
た

大
規

模
投

資
（

都
市

基
盤

整
備

）
で

多
額

の
市

債
を

発
行

 

 
 

 
        

②
将

来
の

市
債

の
償

還
に

備
え

た
計

画
的

な
積

立
て

の
継

続
が

重
い

負
担

に
 

 
 
○
 
多
額
に
発
行
し
た
こ
れ
ら
の
市
債
の
償
還
に
備
え

て
，
こ
の
間
，
財
政
状
況
が
非
常
に
厳
し
い
中
で
も
，

計
画
的
な
積
立
て
は
継
続
 

 
 
○
 
こ
う
し
た
市
債
の
償
還
負
担
が
重
く
の
し
か
か
る
中

で
，
三
位
一
体
改
革
以
降
，
地
方
交
付
税
が
大
幅
に
削

減
さ
れ
，
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
・
向
上
さ
せ
る
た
め

に
不
足
す
る
財
源
を
，
資
金
手
当
の
た
め
の
市
債
の
発

行
（
借
金
）
や
，
積
み
立
て
た
基
金
の
一
部
を
取
り
崩

す
こ
と
で
補
て
ん
 

 
 
○
 
そ
れ
で
も
公
債
償
還
基
金
の
残
高
自
体
は
こ
の

1
0

年
間
（
H
2
2
→
R
2
）
で

7
0
1
億
円

か
ら
，

1
,
3
5
5
億
円

と

6
5
0
億

円
以

上
増

加
さ
せ
，
当
面
の
償
還
に
必
要
な
残

高
は
確
保
 

 

資
料
５

 

＜
主

な
大

規
模

投
資

事
業

の
事

業
費

等
＞

 
○

立
体

交
差

化
事

業
（

鉄
道

の
高

架
化

等
に

よ
り

踏
切

を
撤

去
）

 
 

Ｊ
Ｒ

山
陰

本
線

（
二

条
～

花
園

駅
）

H
元

～
H
1
5
 

3
3
0

億
円

 
近

鉄
京

都
線

 
（

東
寺

～
竹

田
駅

）
H
 5

～
H
1
5
 

2
8
0

億
円

 

○
梅

小
路

公
園

整
備

 
 

H
3
～

H
1
0
 

5
3
0

億
円

 
○

京
都

コ
ン

サ
ー

ト
ホ

ー
ル

整
備

 
 

H
3
～

H
7
 

1
9
0

億
円

 
○

東
北

部
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
整

備
 

 
H
8
～

H
1
2
 

5
1
0

億
円

 

＜
市
債
発

行
額
（
臨

時
財
政
対

策
債
除
く

）
の
比
較

＞

H6
H7

H8
H9

H1
0

H6
～
1
0

累
計

93
9
億
円

1,
13
5億

円
1,
00
3億

円
80
9
億
円

93
8億

円
4,

82
4
億
円

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

H2
6
～
30

累
計

2
.
1
倍

41
5
億
円

46
8億

円
44
2億

円
45
5
億
円

49
4億

円
2,

27
4
億
円

1
,0
04

7
9
3

5
4
8

5
1
6

5
1
7

5
6
8

7
0
1

8
6
0

9
4
6

9
9
8

9
3
7

9
8
5

9
7
3

1
,2
36

1
,3
16

1
,3
39

1
,3
55

3
3

1
4
3

2
3
8

2
8
8

2
8
8

2
8
8

2
8
8

2
9
7

3
0
9

3
1
8

3
2
7

3
7
7

4
0
4

4
7
2

5
5
8

6
7
8

1
,0
0
4

8
2
6

6
9
1

7
5
4

8
0
5

8
5
6

9
8
9

1
,1
4
8
1
,2
4
3
1
,3
0
7
1
,2
5
5
1
,3
1
2
1
,3
5
0

1
,6
4
0

1
,7
8
8
1
,8
9
7

2
,0
3
3

0

50
0

1,
0
00

1,
5
00

2,
0
00

16
17

18
19

20
21

22
23

24
25

26
27

28
29

30
R元

R2

積
立

金
の

残
高

(
億

円
)

公
債

償
還

基
金

の
積

立
状
況

取
崩

し
額

累
計
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⑵
 
地

下
鉄

へ
の

財
政

支
援

を
含

め
た

こ
の

間
の

財
政

運
営

1,
36

5 
1,

49
8 

1,
69

0 
1,

81
8 

1,
94

2 
2,

03
8 

2,
13

4 
2,

22
1 

2,
33

0 
2,

39
9 

2,
44

4 
2,

50
9 

2,
58

7 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

20
21

22
23

24
25

26
27

28
29

30
R1

R2

億
円

平
成

初
期

の
大
規

模
投
資

に
伴
う

多
額
の

市
債
の

発
行
に

よ
り
，

重
い
償

還
負
担

を
負
う

中
で
，

国
か

ら
の
地

方
交
付

税
は
削

減
。
徹

底
し
た

改
革
を

進
め
て

も
な
お

，
収
支

の
バ
ラ

ン
ス
が

均
衡
せ

ず
，

収
入
の
不

足
を
「

資
金
手
当

の
た

め
の

市
債

(
借

金
)」

や
「
将
来

の
借

金
返

済
の
た

め
の
積

立
金

の
取

崩
し

」
な
ど
負
担
の

先
送
り
で

穴
埋
め

し
，
歳

入
を

上
回

る
歳

出
水
準
を

維
持

（
社

会
福

祉
の
充

実
,
防

災
減
災

対
策
の

推
進
等

）

東
西
線
の

建
設
が

バ
ブ
ル

期
と
重

な
り
，

多
額
の

費
用
を

要
し
た

た
め
，

企
業

債
(借

金
)
の
返
済

負
担
で

，
危
機

的
な
経

営
状
況

と
な
っ

た
地
下

鉄
事
業

に
対

し
て
，
市

債
(
借

金
)を

財
源
に
一

般
会
計

か
ら
大

規
模
な

財
政
支

援
を
実

施

平
成

2
9
年

度
ま

で
に
9
6
7億

円
の

市
債

を
発

行
(
実

質
的

に
地

下
鉄

か
ら

一
般
会

計
へ

負
債

を
付

け
替

え
）

資
金

手
当
債

や
積
立

金
の
前

借
り

に
よ
っ
て

，
負

債
が

増
加

大
き
く
増

加
し
た
負
債
の
毎
年

の
返

済
負
担

が
年
々
，

重
く

の
し

か
か

っ
て

き
て

い
る

大
き

く
積

み
上

が
っ

た
こ
れ

ら
の

負
債

の
毎

年
の

返
済
に

要
す

る
経

費
は

H
2
0
:
20
億
円
→

R
2:
1
00
億
円
へ
と
大

き
く
増
加

負
債

が
増

加

収
入

不
足
を

負
担
の

先
送

り
な
ど
で

穴
埋
め

歳
入
が
足
り
な

い
…

で
も
市

民
生

活
を
守
る

に
は
，
先
送
り

で
し
の

ぐ
し

か
な

い
…

市
民
の
足
を
守
る

た
め

地
下

鉄
を
支

援

資
金

手
当

債
や
積

立
金
の

取
崩
し

・
地
下

鉄
支
援

に
伴
う

負
債
の

残
高

＜
参
考
−
こ
れ
ま
で
に
取
り
組
ん
で
き
た
改
⾰
の
事
例
＞

○
事
業
の
見
直
し

平
成
20
年
度
以
降
の
13
年
間
で
，
事
務
事
業
評
価
も
活
用
し
，
総
額
64
9億

円
の
見
直
し
を
実
施

○
職
員
数
・
人
件
費
の
削
減

平
成
20
年
度
以
降
の
13
年
間
で
，
職
員
数
を
3,5
00
人
，
年
間
人
件
費
を
26
9億

円
削
減

○
実
質
市
債
残
高
の
縮
減
（
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
）

平
成
20
年
度
以
降
の
13
年
間
で
，
市
債
残
高
を
大
き
く
縮
減

全
会

計
：
△
3,3
79
億
円
，
△
17
.0％

一
般
会
計
：
△
1,0
13
億
円
，
△
10
.4％

○
市
税
徴
収
率
の
向
上

平
成
20
年
度
：
97
.2％

→
令
和
元
年
度
：
98
.9％

（
＋
1.7
％
，
効
果
額
52
億
円
)

○
宿
泊
税
の
導
入
に
よ
る
自
主
財
源
の
確
保
（
令
和
元
年
度
決
算
42
億
円
）

○
施
設
の
大
規
模
再
整
備
に
向
け
た
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
の
確
保

京
都
会
館
（
ロ
ー
ム
，
50
億
円
）
，
京
都
市
美
術
館
（
京
セ
ラ
，
50
億
円
）

○
地
下
鉄
事
業
の
経
営
改
善

お
客
様
増
加
策
や
駅
ナ
カ
ビ
ジ
ネ
ス
等
の
収
入
増
加
策
な
ど
で
経
営
は
大
幅
に
改
善
し
，

平
成
29
年
度
に
1年

前
倒
し
で
財
政
健
全
化
団
体
か
ら
脱
却

お
客
様
数
：
㉑
32
.7万

人
→
㉘
37
.9万

人
(1
日
5万

人
増
客
目
標
を
2年

前
倒
し
で
達
成
)

企
業
債
残
高
：
⑳
4,9
22
億
円
→
R①

3,4
45
億
円
（
△
1,4
77
億
円
，
△
30
％
）

※
こ
の
間
，
地
下
鉄
の
経
営
は

大
き
く
改
善
し
，
平

成
3
0年

度
以
降
は
発
行
し
て
い

な
い

→

7
,
8
45

7
,
6
9
1

6
,
8
9
6

6
,
7
4
8 H
2
0

H
3
0

収
入

不
足

1
48
億
円

収
入

不
足

1
54
億
円
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保

育
所

等
待

機
児

童
７

年
連

続
ゼ

ロ
継

続
　

保
育

士
給

与
水

準
全

国
平

均
の

１
.３

４
倍

（
全

国
平

均
3
5
0
万

円
，

京
都

市
4
6
8
万

円
）

　
保

育
士

配
置

基
準

国
基

準
の

１
.３

３
倍

（
9
0
人

定
員

の
保

育
所

の
場

合
，

保
育

士
1
2
人

を
1
6
人

へ
）

　
高

齢
者

福
祉

施
設

の
整

備
1
0
年

間
で

施
設

数
倍

増
（

平
成

2
0
年

度
3
2
4
施

設
→

平
成

3
0
年

度
6
7
4
施

設
）

　
子

ど
も

医
療

費
制

度
の

拡
充

対
象

拡
大

，
自

己
負

担
軽

減
（

小
学

校
卒

→
中

学
校

卒
，

通
院

月
額

自
己

負
担

3
,0

0
0
→

1
,5

0
0
円

）

　
橋

り
ょ

う
の

耐
震

補
強

・
老

朽
化

修
繕

6
3
橋

の
対

策
完

了
（

平
成

2
4
年

度
末

３
橋

→
令

和
元

年
度

末
6
3
橋

，
約

7
割

が
完

了
）

　
雨

水
整

備
率

(5
年

確
率

降
雨

対
応

)
全

国
ト

ッ
プ

水
準

の
9
1
%

（
全

国
平

均
は

5
9
％

）

　
無

電
柱

化
事

業
の

推
進

総
延

長
6
1
.4

k
m

（
平

成
2
2
年

度
末

5
8
.6

k
m

→
平

成
3
0
年

度
末

6
1
.4

k
m

）

　
文

化
庁

の
移

転
新

・
文

化
庁

が
京

都
へ

全
面

的
に

移
転

（
平

成
2
8
年

3
月

決
定

）

　
交

通
手

段
分

担
率

自
動

車
2
割

減
，

鉄
道

・
バ

ス
3
割

増
（

平
成

1
2
年

→
平

成
3
0
年

）

　
ご

み
減

量
の

推
進

ご
み

量
の

半
減

達
成

（
平

成
1
2
年

度
8
2
万

ト
ン

・
ピ

ー
ク

→
平

成
3
0
年

度
4
1
万

ト
ン

）

環
境

文
化

・
景

観

防
災

・
減

災

京
都

市
の

政
策

の
推

進
状

況
（

主
な

事
例

）

　
こ

う
し

た
取

組
に

よ
り

，
民

間
の

「
日

本
の

都
市

特
性

評
価

」
や

「
S
D
G

s
先

進
度

調
査

」
で

首
位

に
な

る
な

ど
，

ま
ち

づ
く

り
は

高
く

評
価

子
育

て
支

援

医
療

・
福

祉

歩
く

ま
ち

※
介

護
老

人
保

健
施

設
，

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

，
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

，
認

知
症

高
齢

者
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

の
合

計

保
育

環
境

は
質

・
量

と
も

全
国

ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

ご
み

処
理

費
用

も
大

き
く

削
減

※
ご

み
の

処
理

費
用

は
平

成
1
4
年

度
3
6
7
億

円
→

平
成

3
0
年

度
2
0
5
億

円
ま

で
1
6
2
億

円
削

減

年
間

経
費

4
9億

円

年
間

経
費

1
9億

円

年
間

経
費

2
2億

円

こ
の
5
年
で

15
億

円
を

投
入

こ
の
5
年
で

2,
1
75
億

円
を

投
入
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（
参

考
資

料
）

京
都
市
に
お
け
る
公
債
償
還
基
金
の
取
崩
し
の
状
況

○
市
債
を
発
行
(
借
金
)
し
た
場
合
，
将
来
の
借
金
返
済
期
日
に
向
け
て
，
計
画
的
に
積
立
て
を
行
っ
て
い
る
が
，
本
市
で
は
毎
年
の
財
源
不
足
を
補
て
ん

　
す
る
た
め
に
計
画
外
の
取
崩
し
を
実
施
［
図
の
①
，
③
］

○
こ
の
た
め
，
市
債
を
償
還
す
る
際
，
返
済
資
金
が
不
足
す
る
た
め
，
別
の
市
債
の
積
立
金
を
流
用
［
図
の
②
，
④
］

　
こ
の
結
果
，
現
在
の
基
金
残
高
（
1
,
3
5
5
億
円
）
は
本
来
確
保
す
べ
き
残
高
（
2
,
0
3
3
億
円
）
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る

○
今
後
，
平
成
初
期
に
大
量
に
発
行
し
た
市
債
の
償
還
が
本
格
化
し
，
計
画
外
の
取
崩
し
が
な
く
て
も
基
金
残
高
が
減
少
す
る
局
面
を
迎
え
る

　
こ
の
た
め
，
今
後
，
計
画
外
の
取
崩
し
を
続
け
る
と
，
基
金
は
枯
渇
。
借
金
返
済
の
た
め
の
財
源
が
な
く
な
る
と
い
う
非
常
事
態
に
陥
る

【
公

債
償

還
基

金
】

①
②

積
立

開
始

返
済

③
④

積
立

開
始

返
済

積
立

開
始

返
済

積 立 金 残 高

積 立 金 残 高

積 立 金 残 高

収
入

不
足

の
補
て

ん
の

た
め

に
計
画

外
の

取
崩

し

返
済

資
金

が
不
足

す
る
た

め
，

返
済

期
限

が
来
て

い
な
い

市
債

の
積

立
金

を
流
用

し
て
返

済

収
入

不
足

の
補
て

ん
の

た
め

に
計
画

外
の

取
崩

し

返
済

資
金

が
不
足

す
る
た

め
，

返
済

期
限
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